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 資料№２  

令和６年度 第１回熱海・湯河原広域行政推進協議会 次第 

 

【日 時】令和６年７月１１日(木) 午前１０時００分～ 

【場 所】熱海市役所第３庁舎 第１～第３会議室 

 

１   開  会 

２   挨  拶 

３   議  題 

（１） 報 告 事 項 

ア 令和５年度会務報告及び推進事業の経過について 

(２) 協 議 事 項 

  ア 令和５年度協議会決算(案)について 

  イ 役員の改選について 

  ウ 令和６年度事業計画(案)について 

  エ 令和６年度協議会予算(案)について 

(３) そ の 他 
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令和５年度     会 務 報 告 

年  月  日 場  所 内      容 

 

令和 5年 7月 10日 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年 10月 3日 

       

 

 

 

令和 6年 1月 10日 

～1月 11日 

 

 

 

 

令和 6年 6月 7日 

 

 

湯 河 原 町 

防災コミュニ

ティセンター 

 

 

 

 

 

熱 海 市 役 所 

 

 

 

 

宇都宮市及び 

日 光 市 

 

 

 

 

熱 海 市 役 所 

 

 

○第 1 回 協 議 会 

令和 4 年度会務報告及び推進事業の

経過につき報告ののち、令和 4 年度協

議会決算(案)、役員の改選、令和 5 年

度協議会事業計画（案）及び令和 5 年

度協議会予算（案）について協議し、

承認された。 

  

○ 事 務 引 継 

 7 月 10 日開催の第 1 回協議会におい

て、会長が熱海市となったので、これに

基づき事務引継ぎが行われた。 

 

〇視 察 研 修 

観光施策の調査研究を目的として、

観光 DX 及び観光行政の諸課題に関する

取り組みについて、先進地である両市

の視察を実施した。 

 

〇会 計 監 査 

 会計監事(湯河原町髙橋副町長)によ

り、令和 5 年度協議会決算にかかる会

計監査を行った。 
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令和５年度 熱海・湯河原広域行政推進協議会 推進事業の経過について 

 

１ 観光都市財源充実のための税制、財政上の措置要望について 

  観光を基幹産業とする両市町においては、観光都市としての特殊な行財政

需要に対応する財源を確保する必要がある。 

  温泉所在都市に対する税財源措置及び施策の充実として、「安定的な財政

運営のための財源確保」「観光需要の回復と持続可能な観光地域づくりの実

現に向けた取組の推進」「災害対策・災害復興」などの実現について、熱海

市が加入している全国温泉所在都市協議会において協議を行い、国に対し要

望活動を実施した。 

 

２ 西湘バイパスの再延伸について 

神奈川県では平成 20 年度から地形図作成、道路予備設計、環境調査を実

施しており、局地的対策として根府川合流部の改良事業が平成 26 年度に完

成した。平成 29 年 7 月に小田原真鶴道路建設促進協議会で、国道 135 号の

渋滞の解消を目的に、根府川交差点における市道への進入禁止の実証実験を

実施した。 

また、関東国道協会や神奈川県道路利用者会議に参画し、国に対し西湘バ

イパス延伸整備の早期事業化についての要望活動を実施した。 

 

３ 伊豆湘南道路建設計画の促進について 

両市町の観光をはじめとした経済の活性化、防災面の強化を図るため、沼

津市から小田原市に至る広域幹線道路の整備について、平成 10 年 8 月に設立

された伊豆湘南道路建設促進期成同盟会を通じて、国土交通省本省、関東地

方整備局及び中部地方整備局に対して早期実現に向けての要望活動を実施し

てきた。平成 21 年度から平成 24 年度までは政権が交代し要望のルールが変

わったことにより実施できなかったが、平成 25 年度より要望活動を再開、

令和元年度より要望活動の回数を増やすとともに、令和 2 年度から国の補助

調査費を活用し静岡県と神奈川県が連携し調査を実施している。令和 4 年度

からは要望先に財務省も加え、要望を行った。 

また、熱海市ホームページ上に伊豆湘南道路建設促進期成同盟会のホーム

ページを掲載し、地域住民等への周知を行うとともに、令和 6 年 2 月には小

田原市の三の丸ホールにおいて伊豆湘南道路シンポジウム（出席者 800 人）

を開催するなど建設に向けた機運を高めた。 
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なお、静岡県東部地域では、伊豆縦貫自動車道（東駿河湾環状道路）の沼

津岡宮インター～函南塚本インター間（16.8km）が既に供用開始され、沼津

岡宮インター～愛鷹インター（仮称）間（2.6km）が正式に事業化されると

ともに、月ヶ瀬インター～河津七滝インター区間についてもルート案が決ま

った。また、伊豆縦貫自動車道河津下田道路Ⅱ期の河津七滝インター～河津

逆川インター間（3.0km）が令和 5 年 3 月 19 日に供用開始され、令和 5 年度

に月ヶ瀬インター～茅野インター間（5.7km）が正式に事業化されるなど、

広域交通網の整備が進んでいる。しかし、伊豆縦貫自動車道の本線であり県

道熱海函南線（熱函道路）に接続する、大場函南インター～函南インター

（仮称）間（1.9km）は、平成 5 年度にルート公表、平成 7 年 2 月に都市計

画決定されているが未着工となっている。 

 

４ 鉄道輸送力の増強について 

神奈川県内の市町村で構成している神奈川県鉄道輸送力増強促進会議にお

いて、東日本旅客鉄道㈱及び東海旅客鉄道㈱に対して快速アクティーの運行

再開、特急「湘南」の熱海駅までの延伸、湘南新宿ラインの熱海駅までの延

伸、普通電車の小田原駅以西への運行本数の増加、在来線ＩＣサービスの相

互利用、ひかり号の熱海駅、小田原駅への停車本数の増加及び新幹線往復割

引切符の検討について要望した。 

 

５ 下水の処理に関する事務委託について 

昭和 61 年 3 月両市町議会において議決された事務委託に関する規約に基づ

き、順調に事務が運営されている。 

【参 考】 

区  分 経  費 湯河原町  真 鶴 町 熱 海 市 

建設費負担 483,640,000円 191,302,000円 55,695,000円 28,453,000円 

下水処理負担  285,621,312円 252,421,312円 
7,000,000円 

(8,454,626円) 

26,200,000円 

(30,763,852円) 

合   計 

【前年度】 

769,261,312 円 

【247,110,410円】 

443,723,312円 

【216,123,410円】 

62,695,000円 

【6,656,000円】 

54,653,000円 

【24,331,000円】 

下水処理負担のうち、（  ）は前年度分精算後の負担金額 
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６ 救急事務に関する事務委託について 

  平成 5 年 3 月両市町議会において議決された救急事務の委託に関する規約

及び覚書に基づき、平成 5 年度より順調に事務が運営されている。 

  救急件数については、泉地区で 269 件、前年と比較して 49 件の増となった。 

【参 考】熱海市救急事務委託に要した経費  

       17,092,818 円【前年度 20,003,086 円】 

 

７ 千歳川の環境対策について 

環境対策として、例年千歳川の河川清掃を町内会などの協力により実施し

ているが、令和 5 年度においては、熱海市では令和 5 年 5 月 28 日（日）に実

施した。湯河原町では令和 5 年 5 月 13 日（土）に実施予定であったが雨天の

ため中止となった。 

 

８ 熱海市泉地区の農業振興施策について 

ニホンザルの被害防止対策を含めた有害鳥獣等被害対策についての連絡会

議を開催し、協議、情報交換等を行った。 

 

９ 施設の相互利用について 

両市町にある芸術文化、スポーツの振興及び健康維持などの施設について、

両市町住民の福祉の向上と住民間の交流を図ることを目的に、平成 13 年 10

月 15 日付けの協定に基づいて引き続き相互利用を推進するとともに、平成 15

年 4 月 1 日から相互利用を開始した市町民割引を実施している民間施設につ

いても、引き続き相互利用を行った。 
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○熱海市施設における湯河原町民の利用状況 

施  設  名 
R5 

年度 

R4 

年度 

R3 

年度 

累 計 

(H13.11～ 

R6.3) 

備 考 

小山臨海公園テニスコート ７０８ ７７４ ６６８ １１，７０６  

小山臨海公園多目的広場 ０ ０ ０ ５５４  

姫の沢公園スポーツ広場 ０ ０ ０ ７４ 利用団体数 

姫の沢公園ビジターセンター

(会議室) ※１ 
０ ０ ０ ０  

マリンスパあたみ ※２ ３，１６０ ― ― ２５，３２０  

市民グラウンド ７５０ １，５４０ １，３２０ ２７，２８６  

熱海市立図書館 ４０１ ４８４ ４１８ ８，９８１  

起雲閣（貸出施設申請件数） ５４ ５１ ３２ ４７７  

起雲閣（入館者数） ０ ２ ２６ １８３  

澤田政廣記念美術館 ２ １５ ３ ３７  

旧日向家熱海別邸 ※３ ０ ２ ― ８  

池田満寿夫・佐藤陽子創作の

家 
３ １ ０ １２  

池田満寿夫記念館 ２ ２ ２ ６  

伊豆山郷土資料館 １ ０ ０ １  

熱海梅園 ※４ １９８ １５２ ９８ ５５３  

計 ５，２７９ ３，０２３ ２，５６７ ７５，１９８  

※１ 姫の沢公園ビジターセンター(会議室)は、令和 2年 7月１日より相互利用開始 

※２ マリンスパあたみに関しては、利用者数の集計区分を、従前「熱海市民・湯河原町民」

にそれぞれ分けていたが、平成 22 年度から「市民割引」に一本化したためそれぞれの利用

者数は不明であったが、令和 5 年度分より従前の集計方法を再開している。 

※３ 旧日向家熱海別邸は、修繕のため休館していたが令和 4 年 8 月 27 日より一般公開再開 

※４ 熱海梅園は、令和 2 年 10 月 29 日より相互利用開始 

令和 5 年度梅まつり期間中の有料期間：令和 6 年 1 月 6 日～令和 6 年 2 月 29 日 

  （有料期間中入園された方は、澤田政廣記念美術館への入館が無料となる） 
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○湯河原町施設における熱海市民の利用状況 

施  設  名 
R5 

年度 

R4 

年度 

R3 

年度 

累 計 
(H13.11～ 

R6.3) 

備  考 

湯河原海浜公園テニスコート １，５７４ １，４２８ １，９１６ １７，９５３  

湯河原海浜公園プール ２４０ ２９０ ３８０ ５，５６０ 
夏季のみ 

営業 

湯河原町総合運動公園 

多目的広場 
０ １２ １８ ９３７ 利用団体数 

湯河原町ヘルシープラザ ３，１１９ ２，３７７ ２，１２１ ３６，５１４  

湯河原町こごめの湯 ５，３６２ ４，８１１ ４，５１７ １６０，０１０  

町立湯河原美術館 ８８ ９３ ９３ ２，００９ 
有料入館者

のみ 

湯河原町立図書館 ３，５４１ ３，７５５ ３，５７３ ９３，１９１ 利用者数 

湯河原町民体育館 ４５１ ３１ ０ ３，３６４ 
平成 22 年 

11 月開館 

湯河原海辺公園ドッグラン ２，１８４ １，８５８ ２，１９８ １２，１５２ 
平成 28 年７

月開始 

湯河原町総合運動公園 

弓道場  
１，２９３ １，２７６ １，３８２ ３，９６５ 

令和２年７

月開始 

湯河原梅林公園 ※１ ２４７ ３３５ ２５５ １，１６７ 
令和３年２

月開始 

万葉公園管理棟会議室及び周辺

広場 
０ １ ０ １ 

令和３年４

月開始 

計 １８，０９９ １６，２６７ １６，４５３ ３３６，８２３ 
令和２年閉鎖

の独歩の湯利

用者数を除く 

 

※１ 湯河原梅林公園は、梅の宴開催期間のみ。 

令和 5 年度梅の宴開催期間：令和 6 年 2 月 3 日～令和 6 年 3 月 10 日 
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10 廃棄物処理等にかかる広域的対応の検討について 

両市町の施設で、災害又は事故等により廃棄物の処理に支障が生じた場合 

の対策として、現状や諸問題等について情報交換を行いながら、緊急時相互 

援助協定に基づき、広域的視点での対応の検討を定期的に行った。 

  また、湯河原町真鶴町衛生組合の焼却施設では、神奈川県小田原市・足柄

下地区のごみ処理広域化に向けた取組の一環で、現在は基幹改良工事中であ

り、令和 7 年 1 月以降は片炉運転となり、令和 7 年 6 月・7 月は 2 炉とも停止

し、令和 7 年 8 月から 12 月までは、再度片炉運転となり、この間、可燃ごみ

の全量焼却が困難となるため、1 炉の停止期間中は可燃ごみの一部を、2 炉停

止中は可燃ごみ全量を熱海市の焼却施設へ搬入し、処分する方向で協議を行

った。 

併せて不法投棄防止合同パトロールを実施した。 

 

実 施 日 令和５年１２月１８日(月) 

パトロール区間 千歳川沿い 

参 加 者 

湯河原町 ２ 名 

熱 海 市 ２ 名 

計   ４ 名 

 

11 観光振興施策について 

観光を基幹産業とする両市町にとって、経済情勢は景気に左右されるとこ

ろが大きく、相互の観光施設のネットワーク化や共同宣伝及び広域観光ルー

トの開拓など、近年の観光客のニーズに十分応えられる観光振興施策につい

て研究や課題の整理を行った。また、持続的な観光振興を図る施策に充てる

ための財源確保について情報交換を行った。 

その他、従来より(一社)湯河原温泉観光協会と伊豆湯河原温泉観光協会に

おいて連携を図っている「湯かけまつり」、「ほたるの宴」、「湯河原Ｎｉ

ｇｈｔｓ」及び「熱海海上花火大会」、「梅の宴」おける宿泊者優遇制度に

ついては、引き続き連携して実施した。 

 

12 し尿等処理について 

熱海市・湯河原町・真鶴町の 1 市 2 町のし尿等共同処理について、熱海市

に前処理設備（し尿等中継施設）及び下水道投入設備を整備し、令和 2 年 4
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月から共同処理を開始した。 

 

【参 考】 

 搬入量 搬入量割合 下水道投入量 
負担金額※ 

【前年度】 

熱海市 8,278.92ｔ 52.8％ 8,819.7 ㎥ 
56,854,900 円 

【49,518,029 円】 

湯河原町 3,823.07ｔ 24.4％ 4,075.8 ㎥ 
26,317,955 円 

【23,939,700 円】 

真鶴町 3,585.99ｔ 22.8％ 3,808.5 ㎥ 
24,592,259 円 

【23,358,151 円】 

計 15,687.98ｔ 100％ 16,704.0 ㎥ 
107,765,114 円 

【96,815,880円】 

※負担金額は、下水道投入量を基に算出している。 

 

13 緊急時における水道水供給等の協力体制について 

  水道供給等の円滑な連携、協力体制の強化を図るため、平成 25 年度に完成

した熱海市泉地区と湯河原町を結ぶ千歳川水道連絡管を確認した。 

 

14 熱海市泉地区と湯河原町との連携強化について 

熱海市泉地区と湯河原町は千歳川を挟み、生活基盤等密接に関連しており、

救急事務をはじめとして、下水処理、各種イベントの連携など両市町の協力

体制のもと事業の円滑な推進を図った。 



会計年度 自：令和5年4月1日
至：令和6年3月31日

１．収　　　入 （単位：円）

当初予算額 補正予算額 － 計

1 負担金 200,000 0 － 200,000 200,000 0

1 負担金 200,000 0 － 200,000 200,000 0

1 負担金 200,000 0 － 200,000 200,000 0
両市町
負担金

2 繰越金 1,107,000 0 － 1,107,000 1,107,973 973

1 繰越金 1,107,000 0 － 1,107,000 1,107,973 973

1 繰越金 1,107,000 0 － 1,107,000 1,107,973 973
前年度
繰越金

3 諸収入 1,000 0 － 1,000 13 △ 987

1 雑入 1,000 0 － 1,000 13 △ 987

1 雑入 1,000 0 － 1,000 13 △ 987 預金利息

1,308,000 0 － 1,308,000 1,307,986 △ 14

令和５年度　熱海・湯河原広域行政推進協議会決算（案）

款　項 目
予算現額

収入済額
予算現額と収
入済額の比較

説　明

収　入　合　計

令
和
６
年
７
月
３
日

広
域
行
政
特
別
委
員
会
資
料

-
９
-



２．支　　　出 （単位：円）

当初予算額 補正予算額 流用増減額 計

1 協議会運営費 150,000 0 0 150,000 4,017 △ 145,983

1 会議費 150,000 0 0 150,000 4,017 △ 145,983

1 会議費 150,000 0 0 150,000 4,017 △ 145,983 協議会賄費

2 事務局費 29,000 0 0 29,000 0 △ 29,000

1 事務局費 29,000 0 0 29,000 0 △ 29,000

1 事務局費 29,000 0 0 29,000 0 △ 29,000 未執行

3 事業費 1,129,000 0 0 1,129,000 849,822 △ 279,178

1 調査研究費 1,129,000 0 0 1,129,000 849,822 △ 279,178

1 調査研究費 1,129,000 0 0 1,129,000 849,822 △ 279,178 視察研修費

1,308,000 0 0 1,308,000 853,839 △ 454,161

支出済額
予算現額と支
出済額の比較

説　明

支　出　合　計

款　項 目
予算現額

広
域
行
政
特
別
委
員
会
資
料

令
和
６
年
７
月
３
日

広
域
行
政
特
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資
料
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0
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令 和 ６ 年 度  役 員 選 出 表 

 

役  職  名 現  任  者 新  任  者 

会 長      越村 修  

副 会 長      山本 俊明  

会 計 監 事      髙橋 正  
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令和６年度 熱海・湯河原広域行政推進協議会事業計画（案） 

 

１ 観光都市財源充実のための税制、財政上の措置要望について 

  観光を基幹産業とする両市町においては、観光都市としての特殊な行政需要に 

 対応する財源を確保する必要がある。 

  ついては、国に対し普通地方交付税及び特別地方交付税の算定に当たって、滞

在人口を加えた補正措置の拡大を図ること等、特別な財政上の措置をお願いする

とともに、県に対しても、特段の配慮を要望する。 

 

２ 西湘バイパスの再延伸について 

西湘バイパス再延伸については、早期事業化に向けた国への要望活動を伊豆

湘南道路神奈川県西湘地区建設促進協議会、関東国道協会及び神奈川県道路利

用者会議において、今後も引き続き要望を行っていく。 

また、神奈川と静岡の県境をまたぐ道路（伊豆湘南道路）に関する協議会

及び伊豆湘南道路建設促進期成同盟会において、具体的な計画策定に向けて

協議や要望活動を行っていく。 

 

３ 伊豆湘南道路整備の促進について 

平成 24 年 4 月に新東名高速道路が開通し、平成 26 年 2 月 11 日には伊豆縦

貫自動車道の三島塚原インター～函南塚本インター間（6.8km）が開通、平成

27 年度には新たに沼津岡宮インター～愛鷹インター（仮称）間（2.6km）が正

式に事業化され、平成 31 年１月 26 日には大平インター～月ヶ瀬インター間

（5.1km）が開通し令和 5 年 3 月 19 日には、河津下田道路（Ⅱ期）において河

津七滝インター～河津逆川インター間（3.0km）が開通した。令和 5 年度には

月ヶ瀬インター～茅野インター（仮称）間（5.7km）が新規事業化採択され、

茅野インター（仮称）から河津七滝インター間においても事業化に向け調査を

行っている。また、河津逆川インター～下田インター（仮称）間は用地買収、

トンネル工事等、開通に向けて事業が進められ、広域交通網の整備が進んでい

る。こうした広域道路網の整備が進む中、国道 135 号の慢性的な渋滞を解消し、

両市町の観光、経済の活性化、防災面の強化を図るためには、沼津・小田原間

を結ぶ高規格道路である伊豆湘南道路の整備が重要となっている。道路整備を

巡る情勢は非常に厳しくなっているが、この伊豆湘南道路をはじめ、未着工の

伊豆縦貫自動車道大場函南インター～函南インター（仮称）間（1.9km）など

広域道路網整備の早期実現に向けて「伊豆湘南道路建設促進期成同盟会」を通
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じて協調した活動を行う。 

  また、静岡県東部から神奈川県西部における広域交通網のあり方については、 

 令和 2 年度より静岡、神奈川両県が連携し具体的なルートを検討していくための    

調査に入っており、早期事業化に向け、協調し取り組んでいくとともに、引き続

き地域住民と協力し、地域の機運を高める組織作り、取り組みを行う。 

 

４ 鉄道輸送力の増強について  

鉄道の果たす役割は観光都市の経済を左右する大きな比重を占めている。と

りわけ、鉄路・道路ともに整備が進み、アクセスの改善が進む北関東や新宿副

都心・多摩方面からの誘客の拡大は、両市町にとって大いに期待されるところ

である。 

毎年、東日本旅客鉄道㈱及び東海旅客鉄道㈱に対し、神奈川県鉄道輸送力増

強促進会議を通じて両市町が要望をしているところであるが、本年度について

も引き続き同方面からの運行拡大について要望する。 

 

５ 下水の処理に関する事務委託について  

  本事務委託については、昭和 61 年 4 月に事務委託の処理が開始されて以来順

調に運営されているが、今後も両市町の協力体制のもと事業の円滑な推進を図る。 

 

６ 救急事務及び消防相互応援体制の推進について  

  救急事務委託並びに火災その他の災害及び救急事故の消防相互応援協定は、す

でに両市町において締結されたものであり、引き続き円滑な協力体制の推進を図

る。 

 

７ 千歳川の環境対策について  

両市町の境界を流れる千歳川の環境対策について、関係機関と協力して、ごみ

の不法投棄の防止及び河川環境の保全に関する施策を推進する。 

なお、町内会などの協力で実施する河川清掃については、熱海市では令和 6 年

6 月 2 日（日）に実施し、湯河原町では令和 6 年 5 月 12 日（日）に実施した。 

 

８ 熱海市泉地区の農業振興施策について  

湯河原町の泉地区出作農地における地域農業活性化事業の円滑な推進を図る

ため、両市町及び両市町農業委員会で協議を行う。また、有害鳥獣による農業

被害等について情報交換体制の充実を図る。 



令和６年７月３日 広域行政特別委員会資料 

- 15 - 

 

９ 施設の相互利用について  

平成 13 年 10 月 15 日に締結した「熱海市と湯河原町の公の施設の相互利用に

関する協定」に基づく相互利用対象公共施設に加えて、市町民割引を実施して

いる民間施設について、両市町住民の効果的な施設利用の推進を図る。 

 

10 廃棄物処理等にかかる広域的対応の検討について  

有事の際の広域的対応として、両市町（湯河原町真鶴町衛生組合）の施設で、

災害又は事故等により廃棄物の処理に支障が生じた場合の対策として、現状や

諸問題等について情報交換を行いながら、緊急時相互援助協定に基づき、相互

援助の観点での対応を定期的に検討する。併せて不法投棄防止合同パトロール

を行う。 

また、神奈川県小田原市・足柄下地区のごみ処理広域化に向けた取組の一環

で取り組んでいる湯河原町真鶴町衛生組合の焼却施設における基幹改良工事に

伴い、令和 7 年 1 月から 12 月までの間、熱海市の焼却施設へ可燃ごみを搬入

する予定で令和 5 年度から協議を進めており、引き続き連携を密にしながら円

滑な廃棄物処理の推進を図っていく。 

 

11 観光振興施策について  

両市町が伊豆半島への玄関口として重要な場所に位置しているという好条件

を活かし、相互の観光施設のネットワーク化や共同宣伝及び広域観光ルートの

開拓など、近年の観光客のニーズに十分応えられる観光振興施策について、共

通の認識のもとで、引き続き協議・実施する。 

なお、今後も両市町及び観光関係団体で、持続可能な観光のしくみづくりに

ついての情報交換や協働可能な事業を模索し、円安や原油価格の高騰等の影響

を受けている観光業の立て直しに向けて、引き続き連携・協力を図っていく。 

 

12 し尿等処理について 

令和 2 年 4 月から熱海市・湯河原町・真鶴町の 1 市 2 町によるし尿等共同処

理を開始したが、引き続き 1 市 2 町による協力体制を維持し、連携を密にしな

がら事業の円滑な推進を図っていく。 

 

13 緊急時における水道水供給等の協力体制について 

災害等の緊急時に対応するため、引き続き、千歳川水道連絡管の確認などを含

め、水道供給等の円滑な連携、協力体制の強化を図っていく。 
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14 熱海市泉地区と湯河原町との連携強化について 

熱海市泉地区と湯河原町は千歳川を挟み、生活基盤等密接に関連しており、

救急事務をはじめとして、下水処理、各種イベントの連携など両市町の協力

体制のもと事業の円滑な推進を図ってきた。 

今後においても、観光振興や地域整備などまちづくりについて、両市町で

調査・検討していく。 



会計年度 自：令和６年４月１日
至：令和７年３月３１日

１．収　　　入 （単位：千円）

1 負担金 200 200 0

1 負担金 200 200 0

1 負担金 200 200 0

2 繰越金 454 1,107 △ 653

1 繰越金 454 1,107 △ 653

1 繰越金 454 1,107 △ 653

3 諸収入 1 1 0

1 雑入 1 1 0

1 雑入 1 1 0

655 1,308 △ 653

令和６年度　熱海・湯河原広域行政推進協議会予算（案）

本年度予算額 前年度予算額款　項 目

収　入　合　計

比　較 説　明

預金利息等

熱海市負担金　100　　湯河原町負担金　100

前年度繰越金
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２．支　　　出 （単位：千円）

1 協議会運営費 150 150 0

1 会議費 150 150 0

1 会議費 150 150 0

2 事務局費 29 29 0

1 事務局費 29 29 0

1 事務局費 29 29 0

3 事業費 476 1,129 △ 653

1 調査研究費 476 1,129 △ 653

1 調査研究費 476 1,129 △ 653

655 1,308 △ 653

※　支出予算の経費は、相互に流用することができる。

支　出　合　計

事務局用品費等

協議会賄費等

款　項 目

調査事業費等

本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　明

広
域
行
政
特
別
委
員
会
資
料

令
和
６
年
７
月
３
日

広
域
行
政
特
別
委
員
会
資
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-
1
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-
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○熱海・湯河原広域行政推進協議会規約 

 

(名 称) 

第 1 条 この会は、熱海・湯河原広域行政推進協議会(以下「協議会」という。)と

称する。 

(事務局) 

第 2 条 協議会の事務局は、会長の属する市町役所(場)内におく。 

(目 的) 

第 3 条 協議会は、熱海市及び湯河原町(以下「両市町」という。)の地域住民の理

解と協力のもとに、広域的事業の推進について連絡調整を図ることを目的とする。 

(事 業) 

第 4 条 協議会は、次の事業を行う。 

(1) 両市町の関係のある広域的に共同処理すべき事業の推進に関する連絡調整。 

(2) その他両市町の連絡調整。 

(組 織) 

第 5 条 協議会の委員は、両市町の議会の議長、副議長、担当委員会の委員、市長、

町長、副市長及び副町長をもって構成する。 

(会長及び副会長) 

第 6 条 協議会に、会長及び副会長 1 名をおく。 

2 会長及び副会長は、委員の互選とする。 

第 7 条 会長及び副会長の任期は、1 年とする。 

第 8 条 会長は、会務を総理し、この会を代表する。 

2 副会長は、会長を補佐し、会長が事故あるときは、その職務を代理する。 

(会 議) 

第 9 条 協議会は、定例会及び臨時会とし、定例会は年 2 回、臨時会は必要のつど

会長が招集する。 

2 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

(幹事会) 

第 10 条 協議会の会務執行上、必要な事項を調査するため幹事会をおく。 

2 幹事は、両市町の長がそれぞれの職員のうちより選任する。 
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3 幹事会は、必要のつど会長が招集する。 

(会 計) 

第 11 条 協議会の経費は、両市町の負担金、その他の収入をもって充てる。 

第 12 条 協議会に会計監事 1 名をおく。会計監事は、会長が指名する。 

(その他) 

第 13 条 この規約に定めるもののほか、この会の運営について必要な事項は、会 

長が協議会にはかって定める。 

附 則 

この規約は、昭和 46 年 9 月 17 日から施行する。 

附 則 

この規約は、平成 19 年 7 月 24 日から施行し、同年 4 月１日から適用する。た

だし、第 2 条の規定は、同年 8 月 1 日から施行する。 

    附 則 

この規約は、平成 21 年 6 月 1 日から施行する。 


